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【提言事項】 

空き家等対策の推進に向けた、特定空き家等除却補助金の創設を要望す

る。 

 

【提言理由】 

柏崎市においては、近年、少子高齢化と人口減少の流れの中で、居住や

その他の使用がなされていない空き家が増加している。  

適切な管理が行われなくなった空き家は、安全性の低下、公衆衛生の悪

化、景観の阻害、野生動物の侵入など、多くの問題を引き起こし、市民の

生活環境に深刻な影響を及ぼすことになる。  

この空き家問題に対して、国は平成 27 年（2015 年）5 月に空家等対策

の推進に関する特別措置法（空家法）を施行し、空家等対策計画の作成を

市町村の責務とした。 

これを受けて、本市は平成 28 年（2016 年）4 月には条例の改正を行う

とともに、平成 30 年（2018 年）3 月に柏崎市空家等対策計画を策定し、

計画に従い、総合的かつ計画的な空き家等対策に取り組んでいるところで

ある。 

また、平成 28 年（2016 年）８月から１２月にかけて空き家実態調査を



実施し、空き家の実態把握に当たっては、本市が保有する情報などにより、

抽出した市内の 1,721 件の建物に対し現地調査を行い、1,397 件を空き

家と確認し、うち 53 件を危険空き家と判定している。 

本市も計画に沿って対策に取り組んでいる。しかしながら、本市では既

に４件の行政代執行が行われており、今年度に入ってからは、市内新花町

における空家等対策の推進に関する特別措置法（空家法）及び行政代執行

法に基づく空き家を除却する行政代執行が行われている。解体費用等の回

収の見込みが付いていない状況であり、特定空き家等除却対策が急務であ

る。 

当委員会では、本市の現状等を踏まえ、石川県七尾市の国土交通省の補

助制度を活用した取組を視察してきたところである。 

国土交通省は、空き家対策総合支援事業及び空き家再生等推進事業にお

いて補助金制度を創設し、財政面での支援措置を実施している。空き家対

策総合支援事業及び空き家再生等推進事業の助成は、地方自治体に交付さ

れ、地方自治体の補助金額の 2 分の 1 となっている。 

新潟県内においては、上越市（特定空き家等除却費補助）、糸魚川市（危

険空き家除却支援補助金）、三条市（特定空家等解体費補助金）ほか県内

６市が、既に国土交通省の補助制度を活用した特定空き家等の除却補助を



行っている。また、空き家等除却後に土地固定資産税の住宅用地特例（軽

減適用）が受けられなくなることから、空き家等除却後に土地固定資産税

の住宅用地特例の延長を行っている自治体もある。 

本市においても、喫緊かつ極めて重要な課題であることを認識し、早急

な課題解決のため、特定空き家等の除却について補助制度を導入すべきこ

とを提言する。 
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